
 

2025 年度事業報告 

 

一般社団法人 日本自閉症協会 

  

2025年度は、特に広報活動として、SNS媒体（facebook、X）や広報誌、また Youtube 等での動画配信

等、常に正しい情報や知識を意識して発信し自閉スペクトラム症への理解啓発に努めた。フォロワーの

反応からも情報の信頼性や各分野の支援の質の向上にもつながる等の一定の効果を得られた 

また大阪・関西万博にて「障害者の文化芸術フェスティバル」に参加すると同時に、独自開催で「はん

こアート体験」のワークショップを開催した。独自開催では 1400人近い来場者があり、盛況の内に終了

することができた。 

厚労省やこども家庭庁の調査にも協力すると同時に、他団体からは「インクルーシブ教育」「発達障害

の初診ニーズ」「選挙に関するバリアフリーガイドライン作成」「自閉スペクトラム症のある人々の主観

的幸福や QOL」「外出先トイレに関すること」「障害者と防災」など内容も多種多様なアンケート依頼があ

り、自閉スペクトラム症をはじめとする発達障害の方が自分らしく生きやすい社会の実現に繋がるよう、

加盟団体の協力を得ながら当協会も意見を伝え協力した。 

そして「自閉症」という障害名称が誤解や偏見に繋がっているのではないかと考え、2024 年度に呼称

検討委員会を立ち上げ検討を行った。委員会からは、通称「日本オーティズム協会」の使用の提案があり、

2025 年度は加盟団体と意見交換を行い、今後の方向性を検討した。 

 

 

以下主な事業について報告する。 

Ⅰ. 常任理事会、理事会、通常総会、などの開催 

1.  常任理事会 

   2025 年  5 月 25 日（日） 開催場所 日本自閉症協会事務局(web 利用) 

   2025 年 10 月 26 日（日） 開催場所  日本自閉症協会事務局(web 利用) 

   2026 年  2 月 22（日） 開催場所  日本自閉症協会事務局(web 利用) 

2. 理事会 

   2025 年 6 月 7 日（土） 開催場所 日本自閉症協会事務局(web 利用)  

   2025 年 6 月 29 日（日） 開催場所  エッサム神田ホール 2 号館 

   2025 年 11 月 15 日（土） 開催場所   日本自閉症協会事務局(web 利用)  

      2026 年 3 月 15 日（日）  開催場所   日本自閉症協会事務局(web 利用) 

3. 総会 

   2025 年 6 月 29 日（日） 開催場所   エッサム神田ホール 2 号館 

 

 

 

 



 

 

Ⅱ. 会員数                    会費支払会員実数 

  正会員 賛助会員  合計 

年度 個人 団体 個人 団体 

2022 年度 9,331 6 865 77 10,279 

2023 年度 9,032 5 808 76   9,921 

2024 年度 8,845 5 778 70  9,698 

2025 年度 8,534 4 757 64    9,359 

前年度比 -311 ‐1 -21 -6   -339 

＊加盟団体の会員の総数は依然として減少している。 

 

Ⅲ. 事 業（定款に従って記述） 

 

1. 相談事業 

(1)専門相談、一般相談、家族相談員による相談 

 本事業は、自閉スペクトラム症の本人や家族などの支援のために、相談に関する事業を、会員に限ら

ず支援者も含め広く行っている。相談内容からニーズを把握し、当協会の活動に反映に努めた。引き続き

ニーズが高く、年齢層、生活圏、相談内容は多岐にわたる。2025 年度は体制整備として、家族相談員を

1名増やし 3名体制で対応した。 

 

年度/分類 2023年相談件数 2024年相談件数 2025年相談件数 

 上期 下期 合計 開 設 日 上期 下期 合計 開 設 日 上期 下期 合計 開 設 日 

一般相談 271 251 521 86日 261 256 515 78日 293 272 565 87日 

家族相談 39 31 70 16日 47 36 83 21日 41 38 79 23日 

専門相談 13 18 31 12日 24 21 45 12日 19 20 39 12日 

合計 323 323 622 114日 332 313 643 111日 353 330 683 122日 

 

1）通常通りの運営 

2025 年度は一般相談、家族相談、専門相談ともに通常通り実施した。 

家族相談、専門相談は共に件数が減少したが、一般相談が当日の SNS での相談日の案内が功を奏

して増えたことで、全体としては 2024 年度より件数は増加した。専門相談の新規に導入したオン

ライン相談も定着してきた。 

2）一般相談の月別状況と稼働率 

  一般相談については、空き枠の割合が平均 23.8％となり、稼働率が 72.5.％となった。引き続き現

状の相談のニーズや対象者から相談の位置づけを検討していく。 

3）相談員意見交換会の実施 



相談カンファレンスを 3 回実施し、現状や相談状況等の共有と意見交換を行った。 

4）全国心身障害児福祉財団 国庫補助事業 

福祉相談事業の助成金が確定し、神奈川県、宮城県、栃木県、山口県の団体で実施した。 

  

(2)情報発信の強化・一般社会への理解啓発 

当協会の広報誌や WEB、その他自治体相談窓口案内や他団体の連絡会等で情報発信を行った。 

 

2. 調査・研究事業 

（1）自閉症児者の家族を対象としたアンケート実施 

 調査やアンケ―ト依頼は、大学・企業・団体から複数あったが、原則 理事・加盟団体の推薦とし、内

容によっては常任理事会にて検討し採択した。 

○調査に向けたインタビュー協力 

・1/28 厚生労働省の令和 7 年度障害者総合福祉推進事業「発達障害の初診ニーズに関するアンケ― 

ト」のグループインタビュー：協力：鳥取県自閉症協会、大阪自閉スペクトラム症協会 

〇文部科学省・厚生労働省・こども家庭庁 

 ・こども家庭庁 こども性暴力防止法の「認定」に関するアンケート 

○他団体からの調査・アンケート協力 

◇日本弁護士連合会「インクルーシブ教育に関するアンケート調査」 

 ◇JDDnet 経由 

 ・厚生労働省の令和 7 年度障害者総合福祉推進事業「発達障害の初診ニーズに関するアンケ―ト」 

 ・公益財団法人 共用品推進機構「選挙に関するバリアフルーガイドライン作成のためのアンケート」 

 ・東京学芸大学院 綿貫愛子研究協力「自閉スぺクトラム症のある人々の主観的幸福感に関する探索的 

調査」「自閉スペクトラム症のある人々の QOL に関する実態調査」 

 ・TOTO 株式会社による「発達障害者の外出先トイレ利用に関するアンケート調査」 

◇JD 経由  

NHK 第 1 制作センターハートネット TV「障害者と防災」に関するアンケート 

 ◇一般社団法人デジタル終活推進協議会「障害のある方のご家族が支援の記録や思いを記録する、親 

 なきあとノート」家族向けに関するアンケート 

 

3. 理解・啓発事業 

（1）出版 

〇会報誌「いとしご」4回発刊（うち 1回はかがやきと合併号）（208～211号） 

編集委員会で内容を検討し、読者のニーズに応えられる内容を目指して誌面を企画し発行した 

「親亡き後の子どもの暮らしを考える」とし、GH や入所施設での暮らしの記事を掲載。その他、自

分らしく生きることを支えるとして意思決定支援をめぐる問題、就労選択支援事業、障害年金普及

問題等。  

〇理解・啓発冊子「かがやき 2026」を 1回発刊（かがやき 2026・いとしご 211 号合併号） 

 ※理解し、ともに歩む ASD と ADHD を併せ持つことの困難さについて考える、他我が子が本人らし



く安心して高齢期を迎えるについて、全国の会員と支援者の協力を得て座談会を実施し記事化。 

〇自閉症の手引き・ガイドブック・DVD等の実費販売 

 

（2）ホームページ・SＮＳ媒体（Facebook・X）の運営 

 〇協会の活動（声明・要望・告知を含む）を定期的にホームページで公表した。 

 〇恒常的な情報発信と発信内容の評価を行った。SNS やメーリングリストを利用した情報発信、HP ブ

ログを活用した発信を行った。Xや facebookのフォロアー数は昨年度よりも増加している。 

 （Ｘ:11,973（＋3,889）、facebook 4,161(＋684) ） 

  

（3)啓発動画配信 

日本自閉症協会の Youtubeのチャンネルで講演動画の配信を行った。 

〇「教えて井上先生！自閉スペクトラム症のある子の行動障害の適切な対応とは？」の 

特別編「行動の問題に向き合うときに、考えておきたいこと」、昨年度に公開した動画を振り返り、

新たに解説を加えた特別編を配信した。 

  

（4）世界自閉症啓発デー 

〇世界自閉症啓発デー・ライト・アップ・ブルー2025 東京タワーでの啓発イベント 

   2025年 4月 2日（金）（2026年度も 4月 2日に実施済み） 

〇世界自閉症啓発デー2026に向けた日本実行委員会での啓発デーイベントの検討。 

 〇啓発デー関連取材への対応を行った。 

〇関係団体や企業への啓発デーの周知や理解促進を行った。 

 〇啓発デーに向けた啓発促進準備 

2025年度チャリティーＴシャツの販売を行い、社会全体に理解啓発。チャリテイーTシャツでは 

加盟団体（兵庫県、山口県）が取材で協力。 

 

4. 施策への提言と改善推進 

  例年通り厚生労働省、文部科学省、こども家庭庁に令和 8年度予算、福祉関連の報酬改定等、重要

な政策の課題について、加盟団体からの意見を聴取し、要望を行った。 

  また、関係団体とも協力し、自閉症児者への理解、支援の改善推進のための申し入れ及び 

提言等を行った。 

 

〇予算要望 

  7/22   

2026（令和 8）年度 厚生労働省 障害福祉・障害者雇用対策関係予算等に関する要望書提出 

    2026（令和 8）年度 文部科学省 特別支援教育関係予算等に関する要望書提出 

 2026（令和 8）年度 こども家庭庁 障害児の福祉関係予算に関する要望書提出 

 

〇声明・要望・意見 



4/18 神田裕子著の『職場の「困った人」をうまく動かす心理術』（三笠書房について） 

 5/12 神田裕子著の『職場の「困った人」をうまく動かす心理術』（三笠書房について） 

    ～当事者の気持ちに真摯に向き合ってほしい～ 

 5/16 障害年金の不支給判定が増えているという報道について 

 1/5  比喩的造語である「デジタル自閉症」の使用に反対します 

 

 

〇外部会議への参画 ＊理事は様々な会議に出ておりますが、代表での出席を記載しております。 

 

5/30 日本障害者協議会（JD）（津田） 

5/28 障害関係団体連絡協議会第 1 回協議員総会（今井） 

6/25 8/20、9/24、10/29、11/26、12/17、1/28、2/28、3/18 

2026 世界自閉症啓発デー実行委員会（市川、今井、（事務局）、吉田（庸）吉田（昌）小林（東京都自閉

症協会） 

6/７・6/22・3/15 日本発達障害ネットワーク 理事会(今井) 6/22 代議員総会（事務局樋口） 

5/23、7/4、10/10、2/6 全国特別支援教育推進連盟理事会（中野 代理今井）  

※予算要望書提出 （6/19 中野・今井） 

※五者懇談会（8/29 津田） 

※第 47 回全国特別支援教育振興協議会（12/5 中野） 

6/23、1/6、3/2 障害者の文化芸術活動を推進する全国ネットーワーク会議（花島 代理事務局樋口） 

※6/4・8/5 ※コンソーシアム事務局会議（代理 事務局樋口） 

※3/13 障文芸ネットフォーラム（花島 大阪万博報告発表） 

6/23 全国心身障害児福祉財団 定時評議員会（今井） 

11/12・3/3 国立特別支援教育総合研究所運営委員会（井上） 

※8/5 国立特別支援教育総合研究所の評価等に関しての有識者会合（村上（横浜市自閉症協会） 

8/19、1/20 グループホーム団体懇談会（津田） 

【厚労省】 

5/2 臓器の移植に関する法律の運用に関する指針（ガイドライン）改定についてのヒヤリング 

 （今井、辻川） 

11/27 障害者の福祉施設等における身体的拘束廃止・防止に取り組み推進に向けた調査研究ヒヤリング

（今井、石井） 

12/10 障害者への意思決定支援・権利擁護のあり方に関する調査研究ヒヤリング（今井・辻川） 

【こども家庭庁】 

5/21・6/25・7/9・12/2,・1/19・2/16・3/12 障害児入所施設の在り方に関する検討会 

（市川、代理今井） 

8/6・9/10 障害児入所施設の在り方に関する検討会福祉型障害児入所施設 WG（市川）  

5/7  障害児支援におかえる人材育成に関する検討会 子育て当事者ヒヤリング 

    ※協力 （村上（横浜市自閉症協会）和多田（大阪自閉スぺクトラム症協会）） 



10/6・11/17・12/10・2/6・3/11 多様な発達の特性や生活状況を踏まえた支援の強化に向けた実態調査

企画検討委員会（尾崎） 

【その他】 

4/23、6/17,８/7 発達障害の支援を考える議員連盟総会等（4/23 中野 事務局樋口、6/17 辻本、中野、

事務局樋口） 

5/23 全国行動援護ネットワーク（AJKEN）情報交換会（今井） 

 

5. 支援者・成年後見人等の育成 

必要に応じて情報提供などを行った。支援者育成については、協会としての今後の取り組みについての

検討をしていくことが話し合われ、人材育成事業準備プロジェクトの設置をした。人材育成アンケート調

査の企画について検討をし、代表者サミット等で加盟団体および会員が求める内容等の意見徴収をした。

今後の人材育成事業にどのよう繋げていけるか、検討をしていくなかで、親亡き後の連絡会の設置など

の話がでて、今後の進め方を検討した。 

 

6. 研究会・講演会 

第 29 回日本自閉症協会全国大会 愛媛大会を 2026 年 11月 7日・8 日に松山市総合コミュニケー

ションセンター（キャメリアホール）にて開催することとなり、主管の愛媛県自閉症協会と打ち合

わせを行い、愛媛県大会実行委員会が準備を進めた。 

 

7. 出版及び物品販売事業 

 現在の出版物は「3.理解・啓発事業」として行っている。 

 

8.保険事業 

 当事業は平成 11（1999）年 6 月 1 日に自閉症児者の為の互助会事業として、病気またはケガによる入

院諸費用負担の軽減を図る ASJ 互助会保障と、本人の傷害(ケガ)による通院・入院・死亡・後遺症の補

償と他人への損害賠償補償による AIU 普通傷害保険を合わせて、「自閉症児・者のための総合保障」とし

てスタートした。 

 平成 26（2014）年の 4 月からは、一般社団法人 日本自閉症協会への移行と同時に厚労省所管の認可

特定保険業 ASJ 保険となり、後年社名変更した AIG 損保の普通傷害保険と合わせ名称を「自閉症スペク

トラムのための総合保障」と変更し、ASJ 総合保障と略称している。令和 2 年度（2020 年度)からは AＩ

G 損保の普通傷害保険に弁護士費用等補償を加える改定を行い補償範囲を強化した。また 2025 年度 4 月

からの AIG 損保の補償内容で、新規の施設等管理下財物復旧費用補償、事故解決補助サービスに伴う掛

け金が変更となった。新規加入者獲得の為、自閉スペクトラム症に特化した保険の魅力を広く案内して

くことに努めた。 

 

9. 関連団体の育成援助 

 (1)加盟団体役員連絡会 

  2025年度加盟団体役員会の開催：2025年 11月 22日～23日（行政報告・意見交換会） 

① 行政報告（文部科学省・厚生労働省・こども家庭庁） 



② グループ別意見交換会 

「①福祉課題 ②教育・子育て課題 ③加盟協会活動課題の 3つのテーマについて検討を行った。 

(2）加盟団体代表者サミットの開催 

   第 1回 9/20開催。29団体、32名参加。内容①予算要望について（各県の状況等）②自閉症協

会の呼称について③ＳＮＳの活用について④成人当事者の活動について⑤インクルーシブ教

育について⑥その他 （代表者サミット議事まとめ参照）  

 第 2回 3/10開催。30団体、30名参加。内容①親亡き後への取り組み ②政策要望作成チー 

ムメンバー推薦③SNSについて④呼称について 

(3）加盟団体事務局サミットの開催  

第 1回 10/28開催：23 団体 27名参加 ①賛助団体会員の扱い、②ペアレントメンター事業につい 

て、③その他 

第 2回 3/19開催：23 団体 27名参加 ①自閉症啓発デー関連・トピックス ②避難行動要支援登 

録制③ユニバーサルデザインについての提言事例④医療用絵カード作成⑤啓発イベントでの人員 

確保及び予算等度について⑥強度行動障害の理解発信 ⑦デジタルの活用事例 ⑧その他 

(4）国庫補助事業（全国心身障害児福祉財団）※加盟団体への委託事業 

  １)在宅心身障害児（者）療育相談事業 

実施期間 2025年 7 月 1日から 2026年 1月 31日  

実施団体 神奈川自閉症協会、宮城県自閉症協会、栃木県自閉症協会、山口県自閉症協会 

2)在宅心身障害児（者）療育研修事業 実施期間：9月 11日 実施団体：京都府自閉症協会 

3)親子ふれあいキャンプ療育事業 実施期間：1月 24日～25日 実施団体：和歌山県自閉症協会 

 

10. 諸団体との提携・協力  

 ※外部会議への担当役員・委員の参加については、「４，施策への提言と改善推進の外部会議」

を参照 

【関係団体役員及び委員】 

・日本発達障害ネットワーク(JDDnet)（理事：今井、代議員：事務局長樋口）  

・全国社会福祉協議会 

障害関係団体連絡協議会 協議員（市川・今井） 

・日本障害者協議会（ＪＤ） 評議員（津田・中野） 

・全国特別支援教育推進連盟 理事（中野） 

・(独)国立特別支援教育総合研究所 運営委員会 委員（井上） 

・障害者の文化芸術活動を推進する全国ネットワーク 委員（花島） 

・全国心身障害児福祉財団 評議員（今井）  

・グループホーム関係団体懇談会（津田） 

 【関係団体との連携・交流】 

○4/11 自閉症のあるアーティスト石村嘉成さん作品展内覧会（来賓石井、事務局樋口） 

〇5/30 ともともフェスタ（主催内閣府/ともともフェスタ 2025～迎賓館から始まる「共生社会」～ 

    実行委員会 （今井、樋口、小苗代） 



○6/29 令和 7 年度発達障害者支援センター全国連絡協議会（情報提供市川、同行事務局樋口） 

〇6/27 全国特別支援学校知的障害教育校長会令和 7 年度総会・研究協議会（来賓 今井） 

○7/11 東京都手をつなぐ育成会大会（来賓 今井） 

〇9/3 パナマ大統領夫人他、関係者の障害者支援施設見学のアテンド（市川、今井、事務局樋口） 

〇他団体後援名義対応：継続 20 件、新規 3 件 計 23 件 

〇大阪・関西万博にて「はんこアート体験」のワークショップを開催。（デザインあやに委託） 

 ※10 月 2・3 日は協会の独自開催。1400 人近い来場者があり、盛況の内に終了することができた。 

※10 月 8 日～10 日は障害者の文化芸術フェスティバルへ参加した。 

 

【メディア・関係者取材等対応】 

○4/4 日本テレビ報道局番組名「YOU は何しに日本へ」自閉スペクトラム症の簡易的な説明 

テロップ確認依頼（市川・今井） 

○7/2 北海道新聞社北海道新聞 朝刊「くらしと防災」コーナーおよび 北海道新聞デジタル 

 取材（ＺＯＯＭ市川、坂口（熊本県自閉スペクトラム症協会会長） 

○7/17 日本テレビ報道局 「ある政党が「そもそも発達障害など存在しない」公言に関するＸ 

の投稿に関する取材（電話 今井対応） 

○9/2 共同通信社 警察の対応に関する最新の状況や課題取材（対面協会事務所 今井） 

〇1/29 神奈川新聞社 「ある政党が“自閉症の大きな原因はお母さんと長く接しているかに関わってい

るという研究発表がある”」という発言に対する取材（ZOOM 内山） 

〇2/13 朝日新聞社 「カームダウンルームやクワイエットルームの必要性」（電話 市川） 

 

11. 国際交流 

 パナマ大統領夫人他、関係者の障害者支援施設見学（東京都手をつなぐ育成会が協力）があり、自閉ス 

ぺクト症のある人への支援について意見交換や交流を行った。 

 

 

12. その他本協会の目的を達成するために必要な事業 

(１)2024 年度に「自閉症」という障害名称が誤解や偏見に繋がっているのではないかと考え、呼称検

討委員会を立ち上げ検討を行った。委員会からは、通称「日本オーティズム協会」の使用の提案があり、

2025 年度は加盟団体と意見交換を行い、今後の方向性を検討した。 

(２)2024 年度後半に立ち上げた「住まい」の予算要望検討委員会での意見は、2025 年度の予算要望に

盛り込んだ。 

 

Ⅳ. 決算について 

 2025 年度は、収入について正会員減少に伴う会費収入の減少は続くものの、寄付収入の増加などで

2024 年度より増収となった。支出については全国大会と大阪万博へのワークショップの出展費用（寄付

金を充当）などは大きな支出はあったものの、全体としては黒字を維持することはできた。引き続き活動

の見直し等の検討を行い、安定した財務体質の確立に努めた。 


